自動販売機の設置に係る市有財産一時貸付契約書
藤岡市長　新　井　雅　博（以下「甲」という。）と　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（以下「乙」という。）は、自動販売機の設置について、次の条項により市有財産の一時貸付契約を締結する。　
（貸付物件）
第１条　甲は、次の物件を乙に貸し付ける。

	物件番号
	財産名称
	所　在　地
	貸付箇所
	貸付面積
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（使用日的）
第２条　乙は、貸付物件は自動販売機設置を目的として使用するものとする。
（貸付期間）
第３条　貸付期間は、令和４年４月１日から令和９年３月３１日までとする。
（貸付料）
第４条　貸付料は、売上金額（消費税相当額を含む。）の〇〇％とする。
２　前項の消費税相当額は、消費税法の改正に伴い消費税率が変更となった場合は、変更後の税率で計算した額とする。
（売上報告書の提出等）
第５条　乙は、本件貸付契約に係る自動販売機の売上状況を４月から３か月ごとに取りまとめ四半期最終月の翌月の１０日までに、売上報告書を甲に提出しなければならない。
２　乙は、甲が売上報告書から算出した貸付料を、四半期最終月の翌月末までに甲の発行する納入通知書により、甲に支払わなければならない。
３　甲は、乙が提出した売上報告書に疑義のあるときは、自ら調査し、乙に対し詳細な報告を求め又は是正のために必要な措置を講ずることができるものとする。
（メーターの設置並びに電気料及びその支払）
第６条　乙は、設置する自動販売機ごとに電気使用量を計測するメーター（計量法（平成４年法律第５１号）に基づく検査に合格したものに限る。）を甲の指示するところにより設置するものとする。
２　甲は、前項のメーターにより自動販売機に係る電気使用量を計測し、電気料を計算するものとする。

３　乙は、甲の発行する納入通知書により、納期限までに、前項の電気料を甲に支払わなければならない。

（貸付料の延滞金）
第７条　乙は、第４条にて指定した日までに貸付料を納付しないときは、当該納入期限日の翌日から支払いをする日までの日数に応じ、貸付料に対し、政府契約の支払遅延に対する遅延利息の率を定める告示により財務大臣が決定する率を乗じて計算した金額（１００円未満の端数があるとき、又はその金額が１００円未満であるときには、その端数金額又はその金額を徴収しない。）を延滞利息として、甲の発行する納付書により、甲に納入しなければならない。ただし、指定した日に納付しない理由が、天災地変等乙の責に帰すことのできない事由によるときは、当該事由の継続する期間は、遅延利息の算定日数に算入しないものとする。

（瑕疵担保）
第８条　乙は、本件契約の締結後、貸付物件に数量の不足又は隠れた瑕疵があることを発見しても、貸付料の減額又は損害賠償の請求をすることができない。
　（禁止事項）
第９条　乙は、次に掲げる行為をしてはならない。
(1)　貸付物件を、第２条に規定する使用日的以外で使用すること。
(2)　貸付物件を第三者に転貸し、又はそれに類似する行為をすること。
(3)　本件賃借権を第三者に譲渡し、又は他の権利を設定すること。
（自動販売機設置の基準等）
第１０条　乙は、自動販売機設置運営に必要な設置費、維持管理費その他費用を自ら負担し、次の各号に定める事項を遵守して貸付物件を使用しなければならない。
(1) 自動販売機の設置
ア　設置する自動販売機については、「学習省エネ」「ピークカット」等の機能搭載及び「真空断熱材採用」等、環境配慮型の機種とすること。
イ　ノンフロン対応の機種とすること。
ウ　ユニバーサルデザインの機種にするよう努めること。

エ　屋内に設置する場合は、床面及び壁面への直接のボルト止めをしないなど施設の躯体に負担のかからない方法により設置すること。

オ　屋外に設置する場合で、設置に係る工事（電気工事含む）等が必要なときは、財産管理者の了解のもとに工事を行い、検査を受けること。
カ　転倒防止措置を施すこと。
キ　設置する自動販売機には、故障時等の連絡先を必ず明記すること。
(2) 回収ボックスの設置
販売する飲料の容器の種類に応じた使用済容器の回収ボックスを設置し、適切に分別回収・リサイクルを行うこと。
(3) 販売品について
ア　販売品については飲料とし、酒類及びその類似品は販売しないこと。
イ　販売品の賞味期限に注意し、在庫及び補充管理を適切に行うこと。
ウ　衛生管理については、関係法令を遵守すること。
エ　販売品の売価については、設置者により任意に設定できるものとするが、標準小売価格より高い価格では販売しないこと。他の自動販売機との整合性を保つ価格設定とすること。
（使用状況の実地調査等）
第１１条　甲は、次の各号の一に該当する事由が生じたときは、実地に調査し又は参考となるべき資料その他の報告を求めることができる。この場合において、乙は調査等を拒み、妨げ又は怠ってはならない。
(1)　第９条に定める事項または前条に定める基準に違反したとき。
(2)　その他甲が必要とするとき。
（契約の解除）
第１２条　甲は、次のいずれかに該当するときは本契約を解除することができる。
(1)　公用又は公共用に供するため貸付物件を必要とするとき。

(2)　乙が本件契約に定める義務を履行しないとき。

(3)　乙が次のいずれかに該当するとき。
ア　役員等（乙が個人である場合にはその者を、乙が法人である場合にはその役員又はその支店若しくは常時業務等の契約を締結する事務所の代表者をいう。以下この号において同じ。）が暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）であると認められるとき。

イ　暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）又は暴力団員が経営に実質的に関与していると認められるとき。

ウ　役員等が自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を与える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしたと認められるとき。

エ　役員等が、暴力団又は暴力団員に対して資金等を供給し、又は便宜を供与するなど直接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与していると認められるとき。

オ　役員等が暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有していると認められるとき。

カ　下請契約、業務の再委託契約、資材等の購入契約その他の契約にあたり、その相手方がアからオまでのいずれかに該当することを知りながら、当該者と契約を締結したと認められるとき。

キ　乙が、アからオまでのいずれかに該当する者を下請契約、業務の再委託契約、資材等の購入契約その他の契約の相手方としていた場合（カに該当する場合を除く。）に、甲が乙に対して当該契約の解除を求め、乙がこれに従わなかったとき。
（暴力団等による不当介入があった場合の届出義務）
第１３条　乙は、暴力団員又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有する者からこの契約に係る業務の遂行に当たって不当要求行為を受けた場合は、その旨について、甲への報告及び警察への届出を行わなければならない。
    なお、下請業者又は業務関係者（以下「下請業者等」という。）が不当要求行為を受けた場合は、受注者に速やかに報告することを当該下請業者等に指示し、その旨について下請業者等から報告を受けた場合は、甲への報告及び警察への届出を行わなければならない。
（貸付物件の返還）
第１４条　乙は、第３条に定める貸付期間が満了したとき又は前条の規定により契約を解除されたときは、直ちに貸付物件を原状に回復し、甲の指定する期日までに返還しなければならない。
（損害賠償）
第１５条　乙は、この契約に定める義務を履行しないために甲に損害を与えたときは、その損害に相当する金額を損害賠償として甲に支払わなければならない。
２　乙は、第１２条第２号の規定により甲が本件契約を解除した場合において、乙に損害が発生したときは、甲にその補償を請求できるものとする。
（商品等の盗難又は毀損）
第１６条　甲は、設置された自動販売機、当該自動販売機で販売する商品若しくは当該自動販売機内の売上金又は釣り銭の盗難又は毀損について、甲の責に帰することが明らかな場合を除き、その責を負わない。
（有益費等の請求権の放棄）
第１７条　乙は、貸付期間が満了した場合又は第１２条第１項の規定により本件契約を解除された場合において、本件貸付物件に投じた改良費等の有益費及びその他の費用があっても、これを甲に請求することができない。
（契約の費用）
第１８条　本契約の締結及び履行に関して必要な一切の費用は、すべて乙の負担とする。

（遵守事項）
第１９条　乙は、この契約に定めるもののほか甲発行の「藤岡市総合学習センター等の自動販売機設置事業者募集要領」及び乙が甲に提出した「提案書」等を遵守するものとする。
（疑義等の決定）
第２０条　本件契約に定めのない事項又は本件契約に関し疑義があるときは、甲乙協議の上、決定するものとする。
この契約の締結を証するため、本契約書２通を作成し、甲乙記名押印のうえ、各自その１通を保有する。
令和　　年　　月　　日

甲　　　群馬県藤岡市中栗須３２７　　　　　　
藤岡市長　　新　井　雅　博　　　　　
　乙　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
